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表紙*電子提供措置用*

証券コード　7320

■ 日　時

2026年9月25日（金曜日）午後1時30分
（受付開始は午後1時を予定しております。
　開催時刻が前回と異なりますので、お間違えの無い
　ようご注意ください。）

■ 場　所

東京都新宿区西新宿二丁目4番1号
新宿NSビル　30階　スカイカンファレンス
　                                   ルーム　５・６

　

第18期定時株主総会

招 集 ご 通 知
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招集ご通知

証券コード　７３２０
（発送日）2026年9月10日

（電子提供措置開始日）2026年9月４日
株　主　各　位

東京都新宿区西新宿四丁目33番４号
S o l v v y 株 式 会 社
代表取締役社長 安 達 慶 高

【当社ウェブサイト】
https://solvvy.co.jp/ir/stockinfo/meeting/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第18期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第18期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますの
で、以下の当社ウェブサイトにアクセスの上、「第18期定時株主総会招集通知等」でご確認く
ださいますようお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、東京証券取引所（東証）ウェブサイトにも掲載しておりますの
で、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスしていただき、「銘柄名
（会社名）」に「Solvvy」または「コード」に当社証券コード「7320」を入力・検索し、「基
本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主
総会資料」欄よりご確認ください。

　なお、当日のご出席に代えて、インターネットまたは書面（郵送）により議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら「株主総会参考書類」をご検討の上、2026年9月24日（木）
午後６時までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

－ 1 －



2026/08/27 12:36:55 / 26335214_Ｓｏｌｖｖｙ株式会社_招集通知_電子提供措置用

招集ご通知

１．日 時 2026年9月25日（金曜日）午後１時30分
２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目4番1号

新宿ＮＳビル　3０階　スカイカンファレンス　ルーム　５・６

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第18期（2025年7月1日から2026年6月30日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第18期（2025年7月1日から2026年6月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役１名選任の件

記

以　上
１. 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。
２．議決権行使書面において、各議案につき賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたも

のとしてお取り扱いいたします。
３．電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証

ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
４.  書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたしま

す。なお、電子提供措置事項のうち、事業報告の「会計監査人の状況」、「業務の適正を確保
するための体制及び当該体制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算
書」、「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」につきまして
は、法令及び定款第16条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
　従いまして、当該お送りする書面は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が
監査をした書類の一部であります。

５. 決議通知につきましては、書面によるご送付に代えて、上記の当社ウェブサイトに掲載させて
いただきますのでご了承ください。

－ 2 －
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議決権行使のご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し
あげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださい。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

日　時 行使期限 行使期限

2026年9月25日（金曜日）
午後1時30分（受付開始:午後1時）

2026年9月24日（木曜日）
午後６時入力完了分まで

2026年9月24日（木曜日）
午後6時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1・2号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。

－ 3 －
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議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）

－ 4 －



2026/08/27 12:36:55 / 26335214_Ｓｏｌｖｖｙ株式会社_招集通知_電子提供措置用

剰余金処分の件

株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題であると認識しており、必要な内部留保を
図るとともに、経営成績に応じた利益還元を継続的に行うことを基本方針としております。
　つきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたい
と存じます。

期末配当に関する事項

（１）配当財産の種類
金銭といたします。

（２）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金10円　総額110,772,540円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
2026年９月28日

－ 5 －
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監査役1名選任の件

の

野
や

矢
 

　
しげる

茂
再任 社外 独立
生年月日　1954年8月7日

所有する当社の株式数
                －株

略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況

1973年4月　㈱三和銀行（現㈱三菱UFJ銀行）　入行
2002年2月　㈱UFJ銀行（現㈱三菱UFJ銀行）人事部東京人材開発室調査役
2004年4月　同行大宮法人営業部長兼大宮支店長
2006年1月　㈱三菱東京UFJ銀行（現㈱三菱UFJ銀行）大宮支社長
2006年6月　㈱みどり会東京本部保険部長
2011年6月　同社取締役事業開発部長
2013年6月　同社取締役（保険部担当）
2018年10月　当社顧問
2022年9月　当社社外監査役（現任）

■取締役会出席率　100％（17回中17回）
■監査役会出席率　100％（19回中19回）

■社外監査役候補者とした理由
候補者につきましては、長きにわたり金融機関に在籍し、金融、保険等で培われた豊富な経験と高い見識を有してお
り、その専門性を当社の監査に反映し、当社経営陣から独立した立場から積極的な助言・提言を行っております。この
ことから当社の社外監査役に適任であると判断し引き続き社外監査役候補者といたしました。
なお、同氏は2022年9月より当社社外監査役を務めており、その在任期間は本総会の終結の時をもって4年となりま
す。

第２号議案　監査役１名選任の件
　監査役３名のうち野矢茂氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、監査役1名の選任をお願いするものであります。
　監査役候補者は次のとおりであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　２．野矢茂氏は社外監査役候補者であります。
　　３．当社は野矢茂氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
　　　　届け出ております。野矢茂氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定で
　　　　あります。
　　４．当社は野矢茂氏との間で会社法第427条第１項に基づき、法令が規定する額を限度として、
　　　　任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。
　　　　野矢茂氏が再任された場合、当社は、野矢茂氏との間での当該契約を継続する予定でありま
　　　　す。
　　５．当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がその業務の遂行に伴

－ 6 －
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監査役1名選任の件

　　　　う行為に起因して損害賠償請求された場合、損害賠償金及び争訟費用を当該保険契約により
　　　　塡補することとしております。候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者
　　　　に含められることとなります。なお、保険料は当社が全額負担しております。また、次回更
　　　　新時には同内容での更新を予定しております。

以上

－ 7 －
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当事業年度の事業の状況

( 2025年7月 1 日から
 2026年6月30日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　　当社グループは、「Solve with idea, Solve with you.」というタグラインのもと、保証などアフター

サービスの運営を起点に様々な企業にストックビジネスコンサルティングを展開し、独自のエンゲージ
メントプラットフォーム（会員型ビジネスOS）の提供を通じて顧客事業の活性化及び収益化を支援する
ことを目指しております。

　　暮らしやビジネスの在り方、人々の価値観までもが加速度的に変化する中、様々な課題に対応する豊富
なアイデアで、ともに考え、ともに解決することが当社グループの使命であり、アイデンティティであ
ると考え事業を展開しております。

　　保証・デジタルマーケティング・システム開発・業務運営・組込型金融により構成される独自の
SAaaS（Smart Assurance as a Service）メソッドを通じて、住宅領域に特化した事業展開を行ってい
るHomeworthTech（ホームワーステック）事業、再生可能エネルギー・教育ICT領域の製品・サービ
スを中心に事業展開を行っているExtendTech（エクステンドテック）事業、システム開発や情報技術
のコンサルティングを提供するLifeTech（ライフテック）事業及びFinTech（フィンテック）事業その
他の４事業を主力事業として展開しております。

　　当連結会計年度（2025年７月１日から2026年６月30日まで）においても、中長期戦略の達成に向け
たストックビジネスコンサルティングの強化のため、人材・デジタル領域への積極的投資を継続する一
方、既存事業の進展及び社内業務DXの推進が奏功し、引き続き堅調に進捗しております。

　　加えて、継続するインフレ傾向や金融環境の変化等のマクロ経済情勢を見据え、保有する収益不動産の
適切な入れ替えによる資産性の向上、及び金融資産のポートフォリオ最適化を推進するなど、継続的か
つ安定的な営業外収益基盤の構築・強化にも取り組んでまいりました。

　　この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高7,679百万円(前期比14.5％増）、営業利益1,860百
万円（同14.8％増）、経常利益2,552百万円（同29.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,743
百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失628百万円）となりました。

－ 8 －
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当事業年度の事業の状況

　　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

ア.HomeworthTech事業
　HomeworthTech事業では、住宅領域に特化した事業展開を行っております。
創業以来の代表的サービスである住宅設備の長期保証「住設あんしんサポート」、建物本体を引き渡し
後20年間にわたり保証する「建物20年保証バックアップサービス」等、各種保証サービスの提供を通じ
て、住宅事業者のフロービジネス強化及びストックビジネスの創出を支援しております。
　当連結会計年度においては、住宅設備や建物の長期保証契約の獲得に引き続き注力することや、地震
保証や地盤補償などの新たな保証契約の獲得を推進するとともに、住宅事業者が抱える経営課題に対し
て、ストックビジネスコンサルティングを通じて、事業の仕組化、活性化及び収益化を総合的に支援し
てまいりました。
　これらの施策により、主要なKPIである新規契約獲得金額6,890百万円（前期比27.1％増）、前受収
益・長期前受収益残高17,337百万円（同22.1％増）、電子マネー発行サービスの導入社数168社（同
6.3％増）、未使用残高2,977百万円（同14.3％増）といずれも前期比で成長しております。この結果、
売上高は4,399百万円（前期比16.5％増）、セグメント利益は1,880百万円（同27.5％増）となりまし
た。

イ.ExtendTech事業
　ExtendTech事業では、再生可能エネルギー関連領域や教育ICT領域の製品・サービスに対する事業展
開及び既存事業に続く新規領域の創出を行っております。
　太陽光発電・蓄電システム等の再生可能エネルギー領域では、近年の持続可能な社会実現に向けての
機運の高まりを背景に、各機器に対する保証のニーズが高まっており、長期保証をはじめとした各種ア
フターサービスソリューションを中心に、ストックビジネスコンサルティングを提供しております。
　当連結会計年度においては、小中学校向けGIGAタブレット保証における計画の見直しを行いました
が、太陽光発電システムや蓄電システムをはじめとした住宅用再生可能エネルギー機器に対する社会的
ニーズに応える形で事業を推進しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高は2,626百万円（前期比7.6％増）、セグメント利益は1,832百万
円（同6.6％増）となりました。
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当事業年度の事業の状況

事 業 区 分

第 17 期
（2025年6月期）

（前連結会計年度）

第 18 期
（2026年6月期）

（当連結会計年度）
前連結会計年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率
HomeworthTech事業 3,775百万円 56.3％ 4,399百万円 57.3％ 624百万円 16.5％
ExtendTech事業 2,441百万円 36.4％ 2,626百万円 34.2％ 184百万円 7.6％
LifeTech事業 457百万円 6.8％ 620百万円 8.1％ 162百万円 35.6％
FinTech事業その他 30百万円 0.5％ 31百万円 0.4％ 1百万円 3.6％

合 計 6,705百万円 100.0％ 7,679百万円 100.0％ 973百万円 14.5％

ウ.LifeTech事業
　LifeTech事業においては、子会社の株式会社メディアシークが持つ豊富な実績・技術開発リソースに
基づくシステムインテグレーション提供力を基軸に、法人向けシステムコンサルティング、SaaSプロダ
クト、サイバーセキュリティ対策サービスの提供、画像解析・AIサービスの開発、及び教育・ヘルスケ
ア・エンターテイメント領域におけるオンラインサービス開発など各種事業を運営しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高は620百万円（前期比35.6％増）、セグメント利益は172百万円
（同27.1％増）となりました。

エ.FinTech事業その他
　FinTech事業その他は、HomeworthTech事業、ExtendTech事業及びLifeTech事業には含まれない
サービスを提供しております。
　当連結会計年度の売上高は31百万円（前期比3.6％増）、セグメント利益は10百万円（前期はセグメ
ント損失26百万円）となりました。

事業別売上高

② 設備投資等の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は1,749百万円であります。
その主な内容は業務効率化や管理機能強化を目的とした基幹システム及び業務システムのソフトウェア
開発費用625百万円、投資用不動産4物件の購入を含む不動産への投資540百万円であります。
　なお、ソフトウェア開発費用のセグメントごとの内訳はHomeworthTech事業377百万円、
ExtendTech事業9百万円、LifeTech事業56百万円、FinTech事業75百万円、どのセグメントにも属
さない全社的な費用106百万円であります。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 15 期
(2023年6月期)

第 16 期
(2024年6月期)

第 17 期
(2025年6月期)

第 18 期
(当連結会計年度)
(2026年6月期)

売 上 高 (百万円) 3,919 5,359 6,705 7,679
経 常 利 益 (百万円) 1,021 1,512 1,977 2,552
親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純利益又は当
期 純 損 失 （ ▲ ）

(百万円) 751 973 ▲628 1,743

１株当たり当期純利益又
は 当 期 純 損 失 （ ▲ ） (円) 74.87 96.93 ▲56.95 153.70

総 資 産 (百万円) 20,103 24,593 29,619 34,423
純 資 産 (百万円) 1,946 3,005 4,190 5,535
１株当たり純資産額 (円) 193.97 299.07 361.96 497.81

区 分 第 15 期
(2023年6月期)

第 16 期
(2024年6月期)

第 17 期
(2025年6月期)

第 18 期
(当事業年度)

(2026年6月期)
売 上 高 (百万円) 3,902 5,322 6,235 7,373
経 常 利 益 (百万円) 958 1,436 1,846 2,263
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ ▲ ） (百万円) 704 929 ▲740 1,545
１株当たり当期純利益又
は当期純損失（▲） (円) 70.18 92.56 ▲67.10 131.90

総 資 産 (百万円) 18,300 21,911 26,960 30,235
純 資 産 (百万円) 1,838 2,773 4,550 4,579
１株当たり純資産額 (円) 183.24 275.97 394.95 413.41

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は当期純損失（▲）は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
額は、期末発行済株式総数により算出しております。

　　　２. 当社は、2025年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2023
年6月期連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益又は当期
純損失（▲）」及び「1株当たり純資産額」を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は当期純損失（▲）は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
額は、期末発行済株式総数により算出しております。

　　　２. 当社は、2025年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2023年
6月期連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益又は当期純
損失（▲）」及び「1株当たり純資産額」を算定しております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 メ デ ィ ア シ ー ク 100百万円 100.0％ システムインテグレーション業務、オンラ
インサービス開発業務

リ ビ ン グ ポ イ ン ト 株 式 会 社 85百万円 100.0％ 資金決済業務（ポイント発行）

リビングファイナンス株式会社 60百万円 100.0％ ファクタリング業務、エスクロー業務、
バリュエーション業務等

⑶ 重要な子会社の状況

⑷ 対処すべき課題
　　暮らしやビジネスの在り方、人々の価値観までもが加速度的に変化するこの時代において、企業が抱える
　課題はますます複雑さを増しております。顧客企業が持つアイデアやリソースだけでは対応できない様々な
　課題に対して、当社グループは今後も新たな課題解決の形を提案してまいります。

①　人材の採用・育成
　　当社グループの中長期戦略を実現するにあたって、優秀な人材を継続的に確保・育成することが重要な課
　題であると認識しております。特にデジタル企画・開発や戦略コンサルタント人材の拡充は、事業の拡大と
　業務の効率化に大きな影響を与えるため、新卒・キャリア採用のほか、研修強化を積極的に行うとともに、
　働きやすい職場環境の整備に取り組むことで、優秀な人材の確保・育成に努めてまいります。

②　SAaaS（Smart Assurance as a Service）メソッドの強化
　　当社グループの中長期戦略を実現するにあたって、強みであるSAaaS（Smart Assurance as a 

Service）メソッドの強化が重要な課題であると認識しております。保証・デジタルマーケティング・シス
テムコンサルティング開発・業務運営・組込型金融の各ソリューションを強化するとともに、質の高いスト
ックビジネスコンサルティングを提供するための戦略コンサルティング機能も強化してまいります。

③　新規事業の創出
　　当社グループは、既存事業をさらに強化していく一方で、新たな収益の柱として、新規事業を創出する活
　動が必須であると認識しております。現事業、特に保証事業等をはじめとするストック型ビジネスによって
　生み出される潤沢なキャッシュ・フローを原資として、カルチャーセンター領域や住宅リフォーム・中古住
　宅領域等を中心に、新たな領域での事業展開へ積極的に投資してまいります。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

④　当社グループの認知度の向上
　　当社グループの中長期戦略の実現のためには、人材の確保やマーケットの拡大が不可欠であり、それにあ
　たりグループの認知度向上が重要な課題になると認識しております。そのために、広報・IR活動を強化する
　ことで認知度の向上を図ってまいります。

⑤　内部管理体制の強化
　　当社グループが今後も業容拡大を図り、企業価値を継続的に高めていくためには、業務の効率化やリスク
　管理のための内部管理体制のさらなる整備・強化が重要な課題であると認識しております。社内規程や業務
　マニュアルの整備、業務フローの周知徹底、定期的な社内研修の実施等を通じて業務効率の向上や法令遵守
　の徹底を図り、経営の公正性・透明性を確保するための体制強化に取り組んでまいります。

⑥　業務系IT基盤の整備・強化
　　当社グループは、今後の企業規模拡大や事業環境の変化に対応するためにITシステムを強化することが重
　要な課題であると認識しております。また、当社グループの計算書類を作成するにあたって、ITシステム等
　の信頼性を担保することが重要な課題であると認識しております（注）。これらの課題に対処するため、シ
　ステム開発本部を組織し、人材の確保及び育成を図り、基幹システム等のIT基盤の整備・強化に取り組ん
　でまいります。

（注）　当社の主要なサービスである保証サービスに係る売上高、前受収益及び長期前受収益等の金額の計算
においては、ITシステムのIT全般統制並びに各業務プロセスに対して整備・運用された内部統制に依拠し
た会計処理が実施されております。具体的には、顧客より一括にて収受した保証料を保証期間にわたっ
て均等に期間配分し、当連結会計年度に対応する額を収益計上し、未経過分の保証料については前受収
益又は長期前受収益に計上しております。保証サービスに係る個々の取引金額は、売上高全体に比べて
極めて少額であり、契約件数は非常に多く、また、新商品の開発が継続的に行われていることから、商
品の種類も増加傾向にあります。保証サービスに係る大量の契約情報は、当社が自ら設計、開発したIT
システムによって一元的に管理されており、商品ごとに登録される商品マスターの情報と個々の契約ご
とに入力される申込書の情報に基づいて、売上高、前受収益及び長期前受収益等の金額が自動計算さ
れ、その計算結果が会計システムに連携されます。

⑦　社会課題解決とビジョンの実現を両立するサステナビリティ経営
　　当社グループはこれまで、HomeworthTech事業及びExtendTech事業において、住宅・不動産業界の
　DX推進、中古住宅流通の活性化、再生可能エネルギー関連機器普及の推進といったサステナビリティの取
　り組みを推進してまいりました。
　　今後も、サステナビリティ経営を重要課題と位置付け、独自のアフターサービスソリューションを通じ
　て、良いモノを永く愛せる、持続可能な社会の実現に貢献する企業であり続けるために、グループ全体で
　サステナビリティ活動に取り組んでまいります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

事 業 区 分 事 業 内 容

HomeworthTech事業
・住宅・不動産領域に特化した、住宅の価値を高める独自のサービスの提供
・保証サービス・金融サービス・アフター業務支援サービスにデジタルを組
　合わせたソリューションの複合的な提供
・クライアントの経営戦略の実現の総合的な支援

ExtendTech事業
・住宅・不動産領域にとどまらず、クライアントである多領域の製造者・販
　売者に対する保証制度構築及び業務支援サービスの提供
・新たな技術や製品に対する事業者や消費者の保証ニーズに合わせた保証の
　組成

LifeTech事業
・システムインテグレーション提供を基軸にした、法人向けシステムコンサ
　ルティングや画像解析・AI開発
・教育・ヘルスケア・エンターテイメント領域におけるオンラインサービス
　開発

FinTech事業その他 ・上記３事業に含まれないサービスの提供

⑸ 主要な事業内容（2026年6月30日現在）

本 社 東京都新宿区

大 阪 支 社 大阪市中央区

福 岡 支 社 福岡市博多区

仙 台 支 社 仙台市青葉区

リ ビ ン グ ポ イ ン ト 株 式 会 社 本社：東京都新宿区

リビングファイナンス株式会社 本社：東京都新宿区

株 式 会 社 メ デ ィ ア シ ー ク 本社：東京都港区

スタートメディアジャパン株式会社 本社：東京都港区

株式会社メディアシークキャピタル 本社：東京都港区

⑹ 主要な事業所（2026年6月30日現在）
① 当社

② 子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

H o m e w o r t h T e c h 事 業 106 （32）名 16名増 （11名増）

E x t e n d T e c h 事 業 30 （11）名 14名減 （3名増）

L i f e T e c h 事 業 16 （1）名 55名減 （1名増）

F i n T e c h 事 業 そ の 他 0 （1）名 7名減 （1名増）

全 社 172 （14）名 49名増 （１名減）

合 計 324 （59）名 11名減 （13名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

324（59）名 64名増（14名増） 34.6歳 2年10ヶ月

⑺ 使用人の状況（2026年6月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材派遣会社からの派遣社員）は、（　）内
　　　に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材派遣会社からの派遣社員）は、（　）内
　　　に年間の平均人員を外数で記載しております。

借　入　先 借　入　残　高

株式会社みずほ銀行 803百万円

株式会社三井住友銀行 571百万円

株式会社千葉銀行 379百万円

日本生命保険相互会社 162百万円

株式会社三菱UFJ銀行 91百万円

三井住友信託銀行株式会社 78百万円

⑻ 主要な借入先の状況（2026年6月30日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

① 発行可能株式総数 44,000,000株
　　（注）2025年7月1日付で普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を実施し、こ
　　　　　れに伴う定款変更により発行可能株式総数を22,000,000株から44,000,000株に
　　　　　変更しております。

② 発行済株式の総数 11,997,254株
　　（注）2025年7月1日付で普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を実施したこ
　　　　　とにより、発行済株式の総数は5,998,627株増加しております。

③ 株主数 5,236名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

荒 川  拓 也 964,000株 8.70％
株 式 会 社 マ イ テ ィ ・ キ ャ ピ タ ル ・
マ ネ ジ メ ン ト 820,000株 7.40％

西 尾 　 直 紀 695,680株 6.28％

安 達  慶 高 540,000株 4.87％

森 永 　 秀 一 486,600株 4.39％

三 井 不 動 産 レ ジ デ ン シ ャ ル 株 式 会 社 456,000株 4.12％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 403,300株 3.64%
ＣＡＣＥＩＳ ＢＡＮＫ／ＱＵＩＮＴＥＴ Ｌ
ＵＸＥＭＢＯＵＲＧ ＳＵＢ ＡＣ ／ ＵＣＩＴ
Ｓ ＣＵＳＴＯＭＥＲＳ ＡＣＣＯＵＮＴ

369,700株 3.34％

竹 林 　 俊 介 361,500株 3.26％

大 田 　 宜 明 359,000株 3.24％

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2026年6月30日現在）

④ 大株主

（注）持株比率は自己株式（920,000株）を控除して計算しております。

⑵ 新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株
　　予約権の状況
　　該当事項はありません。
②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

　該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 安 達 慶 高 リビングポイント株式会社　代表取締役

代 表 取 締 役 副 社 長 荒 川 拓 也 －

代 表 取 締 役 副 社 長 西 尾 直 紀
株式会社メディアシーク　代表取締役社長
スタートメディアジャパン株式会社　代表取締役社長
株式会社メディアシークキャピタル　代表取締役社長

取 締 役 中 川 藤 雄 翼法律事務所　弁護士

常 勤 監 査 役 深 日 　 剛 －

監 査 役 蝦 名 　 卓 公認会計士・税理士蝦名卓事務所　代表

監 査 役 野 矢 　 茂 －

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2026年6月30日現在）

（注）１. 取締役中川藤雄氏は、社外取締役であります。
２. 監査役深日剛氏、蝦名卓氏及び野矢茂氏は、社外監査役であります。
３. 監査役蝦名卓氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務、会計及び税務に関する相当程

度の知見を有するものであります。
４. 監査役深日剛氏、野矢茂氏は金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
５. 当社は、取締役中川藤雄氏及び監査役深日剛氏、蝦名卓氏、野矢茂氏を、東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況

② 責任限定契約の内容の概要
　取締役中川藤雄氏及び監査役深日剛氏、蝦名卓氏、野矢茂氏は、当社と会社法第427条第1項の規定に
基づき同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償
責任限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　　当社は、当社及びすべての当社子会社におけるすべての取締役、監査役及び執行役員、及びその他会

社法上の重要な使用人を被保険者とした、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約
を保険会社との間で締結しています。

　当該契約の内容の概要は、以下のとおりであります。
・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用及び損害賠
　償金等を填補の対象としております。
・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯罪行為
　等に起因する損害等については填補の対象外としており、また、填補する額について限度額を設けてお
　ります。
・当該契約の保険料は全額当社が負担しています。

④　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
　（ア）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　　　　取締役の金銭報酬について、2021年9月28日開催の取締役会において、代表取締役社長
　　　安達慶高に個人別の報酬等の具体的内容の決定を委任する旨の決議を行い、代表取締役において
　　　決定を行っております。
　　　　当社の取締役の報酬等は、報酬総額を決定の上、個別報酬は取締役会から代表取締役へ委任と
　　　し、報酬総額の範囲内で各取締役の役割と責務にふさわしい水準となるよう貢献等を勘案して決定
　　　しております。
　（イ）取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　　　　取締役の報酬額は2021年９月28日開催の定時株主総会において、賞与を含めた報酬として年額2
　　　億円以内（うち社外取締役分は年額2,000万円以内）と決議しております。当該株主総会終結時点の
　　　取締役の員数は６名（うち社外取締役２名）であります。
　　　　監査役の報酬額は2015年９月29日開催の定時株主総会において、年額2,000万円以内と決議して
　　　おります。当該株主総会終結時点の監査役の員数は2名であります。
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会社役員の状況

区 分 員 数 報酬等
の総額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

基 本 報 酬 業 績 連 動
報 酬 等

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
（1名）

105百万円
（4百万円）

105百万円
（4百万円） －

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4名
（4名）

10百万円
（10百万円）

10百万円
（10百万円） －

合 計 7名 116百万円 116百万円 －

　（ウ）取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　　　　当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長安達慶高が取締役の個人別の報酬
　　　額の具体的内容を決定しております。その権限の内容は、株主総会で承認を受けた報酬額の範囲内
　　　での、各取締役個人別の基本報酬の額の決定としております。
　　　　取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう取締役会による監視等の
　　　措置を講じており、当該手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、取締役
　　　会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。
　　　　なお、代表取締役社長に委任した理由は、当社の取締役の多くが業務執行取締役であるため、業
　　　務執行を統括する代表取締役社長による決定が適しているとの判断によるものであります。

　（エ）取締役及び監査役の報酬等

　　　（注）上表には、2025年10月31日開催の第17期定時株主総会継続会終結の時をもって退任した
　　　　　　監査役1名を含んでおります。

⑤ 社外役員に関する事項
ア. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役中川藤雄氏は、翼法律事務所所属であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありま
せん。

・監査役蝦名卓氏は、公認会計士・税理士蝦名卓事務所代表であります。当社と兼職先との間には特
別の関係はありません。
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会社役員の状況

出席状況及び発言状況及び社外取締役に期待される
役 割 に 対 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

社外取締役 中 川  藤 雄

当事業年度開催の取締役会17回中17回に出席し、主に弁護士としての
専門的な見地から適宜発言を行っております。弁護士としての法務に関
する高い知見と豊富な経験に基づき、独立した立場から当社のコンプラ
イアンス及びガバナンスにおける有益かつ貴重な助言・提言を行い、経
営の監視・監督の役割を適切に果たしました。

社外監査役 深 日 　 剛

当事業年度開催の取締役会17回中17回に出席し、監査役会19回中19
回に出席しました。社内の重要な会議体などにも積極的に参加し、監査
結果及び監査に関する重要事項について意見を述べる等、事業活動全般
に関し、意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言を行いまし
た。

社外監査役 蝦 名    卓
当事業年度開催の取締役会17回中17回に出席し、監査役会19回中19
回に出席しました。公認会計士・税理士として主に会社の会計全般につ
いて、専門的な見地から助言を行いました。

社外監査役 野 矢    茂
当事業年度開催の取締役会17回中17回に出席し、監査役会19回中19
回に出席しました。主に金融・保険分野における専門的見地から助言を
行いました。

イ. 当事業年度における主な活動状況
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
　（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
立 替 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
投 資 不 動 産
そ の 他

繰 延 資 産
開 業 費　

12,947,692
3,528,340
4,962,034
1,016,536
2,815,657
625,122

21,475,242
211,542
68,109
1,339
5,137

106,717
30,237

691,294
12,341

678,953
20,572,405
6,869,174
200,000

290
5,235,632
7,205,207
1,062,100

517
517　

　（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 5,407,171

買 掛 金 138,695
１年内返済予定の長期借入金 130,360
リ ー ス 債 務 4,238
未 払 法 人 税 等 424,400
前 受 収 益 2,801,494
預 り 金 588,268
賞 与 引 当 金 227,470
保 証 損 失 引 当 金 227,184
そ の 他 865,058

固 定 負 債 23,481,051
長 期 借 入 金 1,990,911
リ ー ス 債 務 1,412
長 期 前 受 収 益 15,242,986
長 期 預 り 金 5,708,270
ポ イ ン ト 引 当 金 12,584
そ の 他 524,885

負 債 合 計 28,888,222
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 4,993,986
資 本 金 212,336
資 本 剰 余 金 2,810,359
利 益 剰 余 金 3,360,735
自 己 株 式 △1,389,445

その他の包括利益累計額 520,477
その他有価証券評価差額金 520,477

非 支 配 株 主 持 分 20,765
純 資 産 合 計 5,535,229

資 産 合 計 34,423,452 負 債 純 資 産 合 計 34,423,452

連 結 貸 借 対 照 表
（2026年６月30日現在）

（単位：千円）
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連結損益計算書

(2025年７月 1 日から
2026年６月30日まで)

科 目 金 額
売 上 高 7,679,206
売 上 原 価 2,029,572
売 上 総 利 益 5,649,634
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,789,227
営 業 利 益 1,860,407
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 102,392
有 価 証 券 売 却 益 111,684
投 資 不 動 産 賃 貸 料 321,846
投 資 不 動 産 売 却 益 157,824
そ の 他 221,752 915,500

営 業 外 費 用
支 払 利 息 26,322
有 価 証 券 売 却 損 9
投 資 不 動 産 賃 貸 費 用 187,358
そ の 他 10,145 223,835

経 常 利 益 2,552,071
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,276
固 定 資 産 除 却 損 66,866 76,142

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,475,929
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 423,569
法 人 税 等 調 整 額 308,643 732,213
当 期 純 利 益 1,743,715
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 7
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,743,708

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
１年内回収予定の長期貸付金
立 替 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 預 け 金
長 期 前 払 費 用
投 資 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

11,510,369
2,047,555
4,927,269
1,003,992

4,751
2,813,905
712,894

18,725,185
199,249
56,187
29,866
1,339
5,137

106,717
753,321
588,044
156,943

8,333
17,772,615

903,565
2,455,018
200,000
861,131

5,235,632
7,205,207
120,120
791,940　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 5,357,674

買 掛 金 138,329
１年内返済予定の長期借入金 108,080
リ ー ス 債 務 4,238
未 払 金 227,297
未 払 費 用 86,498
未 払 法 人 税 等 321,424
前 受 収 益 2,800,268
預 り 金 641,840
賞 与 引 当 金 227,470
保 証 損 失 引 当 金 227,184
そ の 他 575,040

固 定 負 債 20,298,394
長 期 借 入 金 1,978,711
リ ー ス 債 務 1,412
長 期 前 受 収 益 15,242,986
関 係 会 社 長 期 預 り 金 300,000
長 期 預 り 金 2,752,527
そ の 他 22,756

負 債 合 計 25,656,068
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 4,553,438
資 本 金 212,336
資 本 剰 余 金 2,771,575
資 本 準 備 金 2,681,302
そ の 他 資 本 剰 余 金 90,272

利 益 剰 余 金 2,958,972
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,958,972
繰 越 利 益 剰 余 金 2,958,972

自 己 株 式 △1,389,445
評 価 ・ 換 算 差 額 等 26,047

その他有価証券評価差額金 26,047
純 資 産 合 計 4,579,486

資 産 合 計 30,235,555 負 債 純 資 産 合 計 30,235,555

貸　借　対　照　表
（2026年６月30日現在）

（単位：千円）
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損益計算書

(2025年７月 1 日から
2026年６月30日まで)

科 目 金 額
売 上 高 7,373,685
売 上 原 価 1,981,825
売 上 総 利 益 5,391,859
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,648,316
営 業 利 益 1,743,542
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 15,269
有 価 証 券 利 息 8,943
有 価 証 券 売 却 益 21,763
投 資 不 動 産 賃 貸 料 321,846
投 資 不 動 産 売 却 益 157,824
保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 83,022
そ の 他 129,518 738,189

営 業 外 費 用
支 払 利 息 25,416
投 資 不 動 産 賃 貸 費 用 187,358
そ の 他 5,776 218,551

経 常 利 益 2,263,180
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,278
固 定 資 産 除 却 損 83,805 85,083

税 引 前 当 期 純 利 益 2,178,096
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 313,898
法 人 税 等 調 整 額 318,718 632,616
当 期 純 利 益 1,545,479

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年８月24日

Solvvy株式会社
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　東　京　事　務　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 泉 　 淳 一
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 口 昌 良

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、Solvvy株式会社の2025年７月１日から2026年６月30日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
Solvvy株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及
び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書
類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査
閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年８月24日

Solvvy株式会社
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　東　京　事　務　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 泉 　 淳 一
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 口 昌 良

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、Solvvy株式会社の2025年７月１日から
2026年６月30日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ
れる規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
　した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
　の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
　は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
　統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
　りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
　査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
　性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
　査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
　等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
　る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
　り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
　拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
　算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監査役会の監査報告

監査役会監査報告書
　当監査役会は、２０２５年７月１日から２０２６年６月３０日までの第１８期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役からの監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等との意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務および財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通および情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１
３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま　　　

す。
　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
　③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は、相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても指摘すべき事項は認められませ
ん。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
３．重要な後発事象
　　　該当事項はありません。

2026年8月25日
S o l v v y 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 深 日 　 　 剛 ㊞
監査役 蝦 名 　 　 卓 ㊞
監査役 野 矢 　 　 茂 ㊞

　

以　上

－ 30 －
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地図

株主総会会場ご案内図

会場
東京都新宿区西新宿二丁目4番1号
新宿ＮＳビル　30階　スカイカンファレンス　ルーム　５・６
TEL 03-3342-4920

交通 ＪＲ新宿駅 南口・西口より 徒歩約８分
都営大江戸線 都庁前駅 Ａ３出口より 徒歩約３分

ご注意 駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

　
見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

新宿中央公園

住友ビル

三井ビル 新宿センタービル
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